
別冊

オンリーワン徳島行動計画（第二幕）

取組結果評価シート

基本目標６ 「〝みんなが〟とくしま」の実現

県政運営評価戦略会議





　｢オンリーワン徳島行動計画(第二幕)｣ 取組結果評価シート

【達成度】達成:1, ほぼ達成:2, 未達成:3, 実績値なし:－ 【評価】 A、B、C

取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

６－１〝みんなが〟とくしま体制づくり

推進 → → →

・「徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進に関する条
例」の普及・啓発及び適切な運用を図ることにより、地域に暮らすす
べての人が暮らしやすいまちづくりを推進した。
・シルバー大学校やＮＰＯ法人の活動を通じ、県民の方々に条例の周
知を行い、県民・事業者・行政が一体となったユニバーサルデザイン
によるまちづくりに努めた。
・ユニバーサルデザイン未来リーダー育成講座を実施し、小学生にユ
ニバーサルデザインによるまちづくりの普及を図った。
・県ＨＰ「ユニバーサルデザインの推進について」で、ユニバーサル
デザインの普及や条例の運用を図った。
・平成21年7月1日からパーキングパーミット(身体障害者等用駐車場利
用証)の交付申請の受付を開始し，歩行困難者の方々に配慮した環境づ
くりを推進した。

保健 Ａ

推進 → → →

・計画の県民への積極的な広報・啓発をホームページ等を活用して推
進するとともに、拠点施設として整備した男女共同参画交流センター
（平成１８年１１月１１日開館）を最大限に活用し、市町村、県民等
と協働して、男女共同参画施策を推進した。

県民 Ａ

推進 → → →
・「配偶者からの暴力に関する相談機関等連絡会議」を開催し、現状
や対策についての意見交換を行うとともに役割に応じた施策を適切に
推進するなど、関係機関が連携し、計画に基づき施策を推進した。

県民 Ａ

推進 策定・推進 推進 →

・住み慣れた地域で安心して暮らし、ふれあいや生きがいのある生活
を送ることができる地域づくりを目指して、新計画を２１年３月に策
定。計画の進行管理を行うとともに、豊かな長寿社会づくりのための
高齢者施策を推進した。

保健 Ａ

　「人生三桁時代」の到来も身近に感じられ、こ
れからは「支えられる存在」から「社会を元気に
する存在」を目指した社会づくりが求められる。
　こうした背景から、生涯にわたり健康で生きが
いを持ち、安心して暮らせる「豊かな長寿社会づ
くり」を目指した新たな「とくしま長寿プラン
（平成21年～23年）が策定され、シルバー大学
校・大学院における学習機会の提供をはじめとす
る高齢者の生きがいづくりや健康づくりととも
に、ニーズに応じた介護サービスの提供が行われ
るなど、順調に推進されている。Ａ評価とした。

￠ 策定・推進

策定・推進 推進 推進

推進 策定・推進 推進 →

・平成１９年３月に策定した、障害者自立支援法に基づく「徳島県障
害福祉計画」及び障害者基本法に基づく「新徳島県障害者施策長期計
画」を平成２１年３月に改定し、障害者施策の総合的かつ計画的な推
進を図った。

保健 Ａ

￠ 改定・推進

改定・推進 推進 推進

保健

保健21年3月に改定、計画に基づき，障害者施策を総合的に推進した。

21年3月に策定，計画の進行管理を行うとともに，豊かな長寿社会づく
りのための高齢者施策を推進した。

１

１460
「徳島県障害福祉計画」の改定・推進

<H20>「徳島県障害福祉計画」の改定・推進

459

新しい「徳島県高齢者保健福祉計画・介護保
険事業支援計画」の策定・推進

<H20> 策定・推進

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

基本目標６「〝みんなが〟とくしま」の実現

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

１　ユニバーサルデザインの推進
●「徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくりの
推進に関する条例」の普及・啓発及び適切な運用を図
ることにより、地域に暮らすすべての人が暮らしやす
いまちづくりを推進します。

２　男女共同参画の推進
●「徳島県男女共同参画基本計画」に基づき、男女共
同参画の様々な施策を積極的に推進します。

●「配偶者暴力防止及び被害者保護に関する徳島県基
本計画」に基づき、配偶者からの暴力防止や被害者の
保護を図るための施策を積極的に推進します。

３　高齢者対策の推進
●新しい「徳島県高齢者保健福祉計画・介護保険事業
支援計画（とくしま長寿プラン）」を策定し、豊かな
長寿社会づくりのため高齢者施策を推進します。

４　障害者対策の推進
●「新徳島県障害者施策長期計画」「徳島県障害福祉
計画」に基づき、障害者施策の総合的かつ計画的な推
進を図り、障害者の地域での自立を支援します。

Ａ 　順調に推進されているため、Ａ評価とした。

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

1 



取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

制定 推進 → →

・多文化共生のまちづくりや世界の国・地域との交流の推進、国際社
会に貢献できる環境づくりを目指し、県民が一体となって取り組む行
動指針として「とくしま国際フレンドシップ憲章」を平成２０年３月
に制定し、普及・啓発を図った。

商工 Ａ

制定

制定 推進 推進 推進

推進 →

・児童虐待及び配偶者からの暴力に関する相談等への一体的対応能力
の強化を図るため，新たに中央・南部・西部に「こども女性相談セン
ター」を設置し、圏域ごとに「こども」と「女性」に関わる様々な問
題の解決を支援した。

保健 Ａ

６－２男女共同参画立県とくしまづくり

推進 → → →

・本格的な拠点施設として整備した男女共同参画交流センターを積極
的に活用し、男女共同参画行政を推進した。特に、各種講座や講演会
の開催、相談業務の実施などにより、多くの県民が当センターを利用
した。
○男女共同参画交流センター利用者数（累計）<H22>２１２，１８９人

県民 Ａ

　男女共同参画交流センター（フレアとくしま）
において「フレアとくしま100講座」と題した各
種講座や講演会、相談業務など多くの県民が利用
している。Ａ評価とした。

200,000

57,858 101,258 155,025 212,189

推進 → → →

・全庁を挙げて女性の登用の促進に努め、女性委員の選任割合が増加
した。
○県審議会等に占める女性の割合<H22年度末>４８．４％（H22.4.1時
点では４７.０％）

県民 Ａ

　徳島県では、県の審議会等への女性登用につい
ては全庁を挙げて取り組んでおり、女性委員の割
合は3年連続全国1位となっており、戦略会議にお
いても、委員14人中8人が女性であるため、Ａ評
価とした。
（附帯意見）
　これからは、比率あわせで登用するより、審議
の活発化という観点に軸足を置くべきだと思う。

50

41.4 43.6 45.3 48.4

県民

商工

県民

全庁を挙げて女性の登用に取り組んだ結果、平成１８年４月に40％
（「男女共同参画基本計画」の下限目標）を超えた後も毎年割合が増
加し、ほぼ目標を達成した。
（H18～21は各年4月1日現在数値）

徳島県国際フレンドシップ憲章（仮称）制定委員会を設置し、検討を
進め、平成２０年３月に制定。

・目標である年間５万人を達成するため、講座をはじめ多様な事業を
展開した。実績値はH18年度からの累計による。

１

１

２

人

％

「男女共同参画交流センター」利用者数（累
計）

<H17>－　→　<H22>200,000人

461

458
とくしま国際フレンドシップ憲章の制定

<H20>制定

県審議会等に占める女性の割合

<H15>25.0％　→　<H22>50％

２　女性の政策・方針決定過程への参画の促進
●政策・方針決定過程への女性の参画を促進するた
め、県審議会委員等の女性の登用を引き続き進めま
す。

463

５　外国人が住みやすいまちづくりの推進
●県内在住の外国人が地域社会の構成員として共生す
る多文化共生社会を目指し、本県の実情に対応した取
り組みを推進するための基本指針等を策定します。

６　こども・女性対策の一体的な推進
●児童虐待及び配偶者からの暴力等が大きな社会問題
となっている状況にかんがみ、新たに中央・南部・西
部に「こども女性相談センター」を設置するなど、圏
域ごとに「こども」と「女性」に関わる様々な問題に
ワンストップで対応できる体制整備を推進します。

１　拠点施設における男女共同参画の推進
●「男女共同参画交流センター」を核として、総合的
かつ計画的に男女共同参画を進めます。

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ 　目標を達成しているので、評価はＡとした。

Ｂ
　50％の目標に対して48.4％とわずかに届いてい
ないのでＢ評価とした。
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取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

推進 → → →

・平成１６年４月に策定した「徳島県女性職員の登用等に関する計
画」に基づき、女性職員に多様な職務経験を付与するとともに、研修
の機会を充実し、意欲と能力のある女性職員の育成・登用を推進し
た。
・部長級、課長級等の管理職への登用、重要課題を担当する本庁係長
や主要出先機関の係長への登用を行い、女性職員の能力の一層の活用
に努めた。
○女性役付職員数<H19>１４５人<H20>１５０人<H21>１６９人<H22>２
３０人
（参考）
・役付職員全体数<H19>１，８１４人<H20>１，７６１人<H21>１，７３
７人<H22>１，７９３人
・内男性役付職員数<H19>１，６６９人<H20>１，６１１人<H21>１，５
６８人<H22>１，５６３人

・平成２２年度の長期派遣研修として、文化庁、厚生労働省などに４
名、自治大学校へ２名の計６名の女性職員を派遣した。

企画 Ａ

<H22>
195

<H22>
200

<H22>
200

<H22>
200

145 150 169 230

実施 → → →

・男女共同参画交流センターにおいて平成１９年度から実施している
「フレアとくしま１００講座」の中で男女共同参画を推進するための
講座を実施し、多くの県民が受講した。
○「フレアとくしま１００講座」参加者数（累計）<H22>４１，７９２
人

県民 Ａ

<H22>
10,000

<H22>
10,000

<H22>
20,000

<H22>
28,000

6,302 14,826 29,249 41,792

推進 → → →
・農業支援センター等を通じ、家族経営協定の締結に向けての支援を
行った。
○家族経営協定締結数<H22>940戸

農林 Ａ

<H22>
750

<H22>
750

<H22>
850

<H22>
920

816 885 916 940

推進 → → →

・男女共同参画交流センターを活用し、「フレアとくしま１００講
座」として講演会、セミナーを開催し、県民に対する普及・啓発を
図った。
○「フレアとくしま１００講座」開催数（累計）<H22>６２０件

県民 Ａ

<H22>
400

<H22>
400

<H22>
400

<H22>
500

125 269 448 620

467

「フレアとくしま１００講座」開催数（累
計）

<H17>－　→　<H22>500件

１件

企画

県民

農林

県民
・４年連続して、年間100講座を大きく上回る数の講座を実施し、目標
値を達成した。

周知啓発等に取り組んだことにより，順調に推移して目標を達成でき
た。

4年連続して、目標である年間2,500人を大きく上回る参加者数とな
り、目標値を達成した。

管理職や重要課題を担当するポストへの登用を行い、女性職員の能力
の一層の活用に努めている。
（女性役付職員数（Ｈ２２）２３０人）

１

１

１

人

人

戸

女性役付職員数

<H15>96人　→　<H22>200人

「フレアとくしま１００講座」参加者数（累
計）

<H17>－　→　<H22>28,000人

家族経営協定締結数

<H17>587戸　→　<H22>920戸
466

465

464

●県庁女性職員の県政運営への参画を推進します。

３　人材の育成
●専門家や起業家など様々な人材の育成を図るため、
講座等を実施します。

●農業経営における個人の地位及び役割を明確にします。

４　普及・啓発の推進
●県民の理解と認識を深めるため、講演会やセミナー
を開催するなど、普及・啓発を推進します。

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）
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取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

推進 → → →

・「配偶者からの暴力に関する相談機関等連絡会議」を開催し、相談
機関相互の連携・情報交換等を図るとともに、ＤＶ被害者自立支援民
間団体活用事業やＤＶ被害者支援スペシャリスト養成セミナーなどを
実施し、民間団体の活動を支援するとともに配偶者暴力相談支援セン
ター機能の充実に努めた。
・若年層を対象とした「デートＤＶ防止セミナー」を１県立中学校、
延べ２５県立高校、延べ６大学で実施し、ＤＶの予防に努めた。

保健
県民

Ａ

推進 → → →

・子育て家庭が親子でともに過ごす時間を増やし、子育てや生活と仕
事のバランスを見直すための取組である「Ｇｏ！Ｇｏ！くっつき隊応
援事業」を実施し、地域の企業や事業所の応援による子育て支援運動
を推進した。
・２２年度においては、県民の方の利便性の更なる向上を目指し、四
国及び関西地域との広域連携を推進した結果、２２度末で２５，４２
３事業所で利用が可能となった。
○「Ｇｏ！Ｇｏ！くっつき隊応援し隊」県内協賛店舗等数<H22>２５，
４２３事業所

保健 Ｂ

  数値目標（「Ｇｏ！Ｇｏ！くっつき隊応援し
隊」協賛店舗等数 目標17,000 実績25,423）は達
成しているが、目標の設定の仕方において、平成
２２年度は四国及び関西地域が対象ということ
で、17,000店舗を目標に、平成２１年度までは県
内の800店舗を目標においていた。
  現時点での県内店舗数は、６４６店舗というこ
とを考慮し、Ｂ評価とした。

<H22>
800

<H22>
800

<H22>
800

<H22>
17,000

486 524 535 25,423

推進 → → →

・３００人以下の労働者を雇用する事業所における一般事業主行動計
画の策定・届出を促進するため、事業所訪問により計画の策定・届出
について要請等を行うとともに、労使・一般県民を対象とした次世代
育成支援に関するセミナーの開催やリーフレット等の作成・配布を
行った。
○一般事業主行動計画策定・届出件数（３００人以下の事業所）<H18>
４４事業所　→　<H22>３９１事業所

商工 Ａ

<H22>
150

<H22>
150

<H22>
150

<H22>
220

79 117 175 391

推進 →
・設置に関心のある企業に対し検討会を開催するとともに、アドバイ
ザーを派遣して、設置における課題解決を支援した。

商工 Ａ

推進 → → →

・一般事業主行動計画を策定し仕事と家庭の両立ができる職場環境に
積極的に取り組んでいる企業等を県が認証するとともに、その中で特
に優れた取り組みを行っていると認められる企業を表彰した。
○「はぐくみ支援企業」認証件数（累計）<H18>－　→　<H22>１０２
事業所
○「はぐくみ支援企業」表彰件数（累計）<H18>１０事業所　→
<H22>５９事業所

商工 Ｂ

100

25 46 84 102

事業
所

事業
所

企業訪問や手引きの作成等の周知啓発に取り組んだことにより、順調
に推移し、目標を達成した。

２２年度においては、県民の方の利便性の向上のため、四国及び関西
地域との広域連携も推進を積極的に進めた結果、２２年度末で25,423
事業所での協賛が得られた。

企業訪問や周知広報に取り組んだことにより、順調に増加し、目標を
達成した。

１

１469

468

「Ｇｏ！Ｇｏ！くっつき隊応援し隊」協賛店
舗等数

<H17>－　→　<H22>17,000事業所

商工

保健

商工

１
事業
所

「はぐくみ支援企業」認証件数（累計）

<H17>－　→　<H22>100事業所

一般事業主行動計画策定・届出件数(300人以
下の事業所)

<H17>22事業所　→　<H22>220事業所

462

●県内事業所による一般事業主行動計画の策定・届出
を促進することにより、仕事と子育て等が両立するた
めの環境整備を進めます。

●事業所における事業所内保育施設の設置等に係る課
題解決を支援することにより、仕事と子育て等が両立
できる環境整備を進めます。

●仕事と家庭の両立ができる職場づくりなどに積極的
な企業等を認証、表彰することにより、企業等におけ
る次世代育成の取り組みを促進します。

５　配偶者等からの暴力対策の推進
●配偶者等からの暴力の防止や被害者の救済と自立支
援を図るため、関係機関等との連携強化や「配偶者暴
力相談支援センター（ＤＶセンター）機能」の充実を
図るほか、民間団体の活動を支援し、協働して地域に
おける支援活動の充実に取り組みます。また、若年層
を対象とした「デートＤＶ防止セミナー」などを行い
ます。

６　女性が働きやすい「ワーク・ライフ・バランス」
の展開
●地域の企業や事業所の応援による子育て支援運動を
推進するとともに、関西等で実施されている同種事業
との相互利用ができるよう広域的な取り組みを進めま
す。

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

4 



取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

80

23 37 54 59

６－３高齢者いきいき「生涯現役」とくしまづくり

順次拡大 → → →

・高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造できるよう能力
の再開発を援助するとともに、地域福祉を推進するリーダーを養成。
○シルバー人材バンク（生きがいづくり推進員）の登録者数（累計）
<H22>７１８人
○シルバー大学院における資格取得者数（累計）<H22>５９２人
○「シルバー大学院」ＩＣＴ講座入学者数<H22>８０人

保健 Ａ

　地域福祉を推進するリーダーである「生きがい
づくり推進員」やシルバー大学院における資格取
得者などが着実に増加していることからＡ評価と
した。

500

362 476 599 718

<H22>
300

<H22>
300

<H22>
300

<H22>
400

267 356 465 592

75

50 60 80 80

開設 推進 → →

・高齢者が地域においてより積極的に活躍され、併せて本県の様々な
魅力の発信等を促進するため、シルバー大学院のサテライト講座とし
て、四国観光検定講座を平成１９年度から開設。平成21年度は「四国
観光検定講座」が廃止されたことから「とくしま観光講座」をサテラ
イト講座として実施
平成22年度も同様に「とくしま観光講座」をサテライト講座として実
施。
（実施等箇所：徳島市，勝浦町)<H22>１２月１８日、１月１５日、２
月２６日，３月1２日，３月２６日

保健 Ａ

開設

開設 推進 推進 推進

保健

事業
所

人

人

人

商工

保健

保健

保健

シルバー大学校、大学院開講事業の取り組みにより、順調に登録者数
が増加。
22年度においては，活動の場づくりのため登録者の整理を行った。

周知広報に取り組んだことにより、順調に増加したが、目標は達成で
きなかった。

22年度は「とくしま観光講座」をサテライト講座として実施

シルバー大学校、大学院の開講事業の取り組みにより、順調に資格取
得者数が増加している。

21年度に、南部校で５名、西部校で15名、それぞれ入学者を増員した
ことにより、平成22年度においても目標値を達成。

シルバー大学院のサテライト講座の開設

<H19>開設

３

１

１

１

１

「はぐくみ支援企業」表彰件数（累計）

<H17>－　→　<H22>80事業所

シルバー人材バンク（生きがいづくり推進
員）の登録者数（累計）

<H17>90人　→　<H22>500人

「シルバー大学院」ＩＣＴ講座入学者数

<H17>25人　→　<H22>75人

シルバー大学院における資格取得者数（累
計）

<H17>60人　→　<H22>400人

●地域の高齢者パワーのより積極的な活用等を図り、
合わせて本県の様々な魅力の発信等を促進するため、
シルバー大学院のサテライト講座を推進します。

474

473

472

１　地域福祉のリーダーの養成
●高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造
できるよう能力の再開発を援助するとともに、地域福
祉を推進するリーダーを養成します。

471

470 Ｃ （目標が未達成なのでＣ評価とした）

Ａ 　目標を達成しているので、評価はＡとした。

Ａ 　目標を達成しているので、評価はＡとした。

Ａ 　目標を達成しているので、評価はＡとした。

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

5 



取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

推進 → → →

・県健康福祉祭の充実により、参加スポーツ及び文化交流競技団体を
通じて、高齢者のスポーツ及び文化活動を推進した。
○県健康福祉祭に参加しているスポーツ及び文化交流競技団体に登録
している高齢者数<H22>６，９８０人

保健 Ｂ

9,000

8,016 7,393 6,962 6,980

順次拡大 → → →

・働く意欲を持つ高齢者にその経験と能力を活かした就業の機会確
保・提供を行い、高齢者の生きがいづくりと地域社会の活性化を推進
した。
○「シルバー人材センター」の就労延人日数
<H19>５４万人日<H20>５３万人日<H21>５０万人日<H22>５１万人日

商工 Ｂ

  数値目標（「シルバー人材センター」の就労延
日人員数 目標５７万人 実績５１万人）は未達成
であるが、経済環境の悪化等で就労実績が減少し
たことなどを考慮し、Ｂ評価とした。

57

54 53 50 51

実施 → → →
・中高年齢者等の就業を支援するため、「とくしまジョブステーショ
ン」において、求人情報の提供や職業相談を実施した。
○就職件数（累計）<H18>１３９人　→　<H22>１７９人

商工 Ｃ

  併設のハローワークなど関係機関と連携を図り
ながら、中高年齢者の就職支援に取り組まれた
が、数値目標（とくしまジョブステーションを活
用した中高年齢者の就職件数 目標280,実績179）
には遠く及ばず、経済環境の悪化も影響している
と思われるものの、成果不足と言わざるを得ない
ため、Ｃ評価とした。

280

156 165 172 179

推進 → → →
・介護サービスの公平で円滑な提供を図るため、介護支援専門員の人
材を養成。
○介護支援専門員の養成者数（累計）<H22>５，２２４人

保健 Ａ

5,000

4,473 4,703 4,972 5,224

万人

人

人

シルバー人材センターの適正な運営補助等に取り組んだが、景気悪化
に伴って就労実績が減少し、目標は達成できなかった。

商工

商工

保健
介護支援専門員実務研修等の実施により、順調に養成者数が増加して
いる。

中高年齢者に対する求人情報の提供やきめ細やかな職業相談を実施し
たが、経済状況の悪化などにより、中高年齢者の雇用情勢が厳しく、
目標を達成できなかった。

３

３

１478

477

476

保健人

規模の大きい競技団体の登録者数が大きく減少する中，徳島県健康福
祉祭の競技団体種目を増やすことにより、高齢者のスポーツ及び文化
交流競技の活性化を図りながら、登録者数の増加に努めた。その結
果，21年度と比較して横ばい状態であり，17年度と比較しても大きく
減少することはなかった。また，登録団体の高齢者が徳島県健康福祉
祭に参加することで，健康づくりや生きがいづくりが促進された。

県健康福祉祭に参加しているスポーツ及び文
化交流競技団体に登録している高齢者数

<H17>7,000人　→　<H22>9,000人

３

２　「徳島県健康福祉祭」によるスポーツ・文化活動
の推進
●県健康福祉祭の充実により、高齢者のスポーツ及び
文化活動の推進を図ります。

475

３　就業機会の確保・増大等
●働く意欲を持つ高齢者にその経験と能力を活かした
就業の機会の確保・提供を行い、高齢者の生きがいを
高めるとともに、地域社会の活性化を図ります。

●中高年齢者の就業を総合的に支援するため、「とく
しまジョブステーション」において、求人情報の提供
や職業相談等を実施します。

４　介護サービスの人材育成
●介護サービスの公平で円滑な提供を図るため、介護
支援専門員の人材養成を図ります。

「シルバー人材センター」の就労延日人員数

<H17>49万人　→　<H22>57万人

とくしまジョブステーションを活用した中高
年齢者の就職件数（累計）【再掲】

<H17>102人　→　<H22>280人

介護支援専門員の養成者数（累計）

<H17>3,987人　→　<H22>5,000人

Ｃ （目標が未達成なのでＣ評価とした）

Ｃ
　目標が未達成なのでＣ評価とした
　延日人員数は平成17年度に既に49万人であった
ため、これを控除すると25％となる

Ｃ （目標が未達成なのでＣ評価とした）

Ａ

（目標を達成しているのでＡ評価とした）
（附帯意見）
　目標数値5000人の意味あいは何なのか。法的基
準か、全国平均か。他の数値目標にも言えること
だが、分かりにくいので意味あいを明示していく
べき。

6 



取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

推進 → → →
・様々な介護サービス従事者の研修等を通じて、サービス従事者の資
質向上及び介護サービスの質の向上を図る。
○介護サービス従事者の研修参加者<H22>３，６２２人／年

保健 Ａ

年2,000人 年2,000人 年2,000人 年3,000人

3,750 4,010 4,394 3,622

推進 → → →

・要援護高齢者等が住み慣れた自宅で安心して生活が継続できるよ
う、高齢者等の身体機能に応じた住宅改修等を推進。
○高齢者等住宅改修等給付（助成）件数（累計）＜Ｈ22＞１２，３７
６件
（確定値は２４年２月頃に判明予定）

保健 Ａ

12,000

2,853 5,861 8,943
12,376
速報値

推進 → → →

・相談員を全市町村で設置
・高齢者に対する虐待を防止し、高齢者の尊厳の保持や虐待防止に向けた
普及啓発を促進するため、市町村職員等を対象とし、平成２３年３月に講演
会を実施

保健 Ａ

６－４障害者「自立と社会参加」のとくしまづくり

実施 →
・障害児施設を利用する障害児の保護者について、国の負担軽減策実
施後も、若年世帯を中心に依然、家族の負担感が大きいことに配意
し、県独自の利用者負担の軽減策を実施した。

保健 Ａ

負担軽減

負担軽減 負担軽減 負担軽減 負担軽減

順次育成 → → →
・障害者が地域で必要なサービスを必要なときに受けられるよう、障
害福祉サービスを提供する事業所の充実を図った。
○指定サービス提供事業所の指定件数<H22>６８６事業所

保健 Ｂ

  数値目標（指定サービス提供事業所の指定件数
目標６８０ 実績６８６）は達成しているが、指
定件数の全国状況（３５位）を考慮し、Ｂ評価と
した。

<H22>
550

<H22>
550

<H22>
650

<H22>
680

508 612 659 686

順次育成 → → →

・障害者からの相談や各種ニーズに応えるための人材の育成を図っ
た。
○サービス管理責任者研修の受講者数（累計）<H22>６３０人
○相談支援従事者研修の受講者数（累計）<H22>１，４６４人

保健 Ｂ

件

事業
所

人／
年

保健

保健

保健

保健

市町村や介護支援専門員等と連携しながら、制度の周知及び広報に努めた
結果、平成２２年度においては利用が大きく伸び数値目標を達成した。今後と
も制度の周知・広報に努めていく。

介護サービスの質の向上を図るため、様々な研修に取り組むことによ
り、順調に増加している。

障害者自立支援法の周知により、指定件数は、順調に伸びており，目
標を達成。引き続き制度の周知に努める。

県独自の障害児施設を利用する保護者の負担軽減策を実施している。

１

１

１

１
介護サービス従事者の研修参加者

<H19>～<H22>研修参加者3,000人/年

高齢者等住宅改修等給付（助成）件数

<H19>～<H22>給付（助成）件数12,000件

障害児自立支援に向けた利用者負担の軽減

<H18>負担軽減　→　<H20>負担軽減

指定サービス提供事業所の指定件数

<H17>－　→　<H22>680事業所

479

●障害福祉サービスを充実するための人材を養成します。

483

481

480

●介護サービス従事者の研修等を通じ、介護サービス
の質の向上を図ります。

５　高齢者の身体機能に応じた住宅改修等の推進
●要援護高齢者等が住み慣れた自宅で安心して生活が
継続できるよう、高齢者等の身体機能に応じた住宅改
修等の推進を図ります。

６　高齢者虐待の相談窓口の設置
●高齢者に対する虐待を防止し、高齢者の尊厳の保持
を図るため、虐待防止に向けた普及啓発を図ります。

１　障害福祉サービスの充実
●障害児のいる家庭が安心して子育てできるよう、
「障害者自立支援法」の制度見直し予定の平成２０年
度まで、障害児施設の利用者負担の軽減を図ります。

●障害者の福祉の向上を図るため、障害の種別にかか
わらないサービス提供体制を充実します。

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

7 



取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

<H22>
470

<H22>
470

<H22>
470

<H22>
600

222 348 476 630

1,500

1,109 1,218 1,335 1,464

推進 → → →
・障害者が地域で安心した生活が送れるための居宅サービスを充実す
るため、日常生活の各種支援策を図った。
○補助犬の登録頭数（累計）<H22>１３頭

保健 Ｂ
  数値目標（補助犬の登録頭数 目標１４ 実績１
３）は、ほぼ達成しており、主要事業について
も、Ｂ評価とした。

14

11 12 12 13

推進 → → →

・障害者の自立と社会参加の促進に向けた障害者の活動と交流の拠点
として整備した、「障害者交流プラザ」を活用し、障害の有無に関わ
りなく、スポーツや文化芸術活動など利用の促進に努めた。
○「障害者交流プラザ」の利用者数（累計）<H22>５９９,１７６人

保健 Ａ

　障害者の活動と交流の拠点として整備された障
害者交流プラザを活用して、延べ約60万人の人が
スポーツや文化芸術活動などを通じて、障害者の
自立や社会参加の促進に繋げていることからＡ評
価とした。

500,000

207,206 331,311 463,326 599,176

推進 → → →

・障害者がスポーツや文化活動等各種イベントに参加する際の移動手
段の確保に努めた。
○「ふれあい徳島号（リフト付きバス）」の利用人数（累計）<H22>
７，９２７人

保健 Ａ

8,000

2,920 4,602 6,120 7,927

開催
・障害者が「芸術・文化活動」を通じて、生活を豊かにする契機とし
て、また、誰もが障害への「理解と認識」を深める「徳島ならでは」
の大会として、平成22年12月に開催した。

保健 Ａ

￠ ￠ ￠ 開催

－ － － 開催

保健

２

２

１

２

１

人488

489

「ふれあい徳島号（リフト付きバス）」の利
用者数（累計）

<H19>～<H22>8,000人

第１０回全国障害者芸術・文化祭とくしま大
会の開催

<H22>開催

人

人

頭

人

保健

保健

保健

保健

保健

障害者相談支援センターで実施。障害者自立支援法の周知により、受
講者数は目標を達成することができた。

平成22年12月，全国から約1万2千人の来場者を迎え、成功裡に終了し
た。

障害者団体等の各種イベントの移動手段として活用いただき、利用者
は順調に伸びており，ほぼ目標を達成した。

障害の有無に関わらず、利用者は順調に伸びており，目標を達成し
た。引き続き指定管理者と連携し周知に努めていく。

ＮＰＯ法人ボランティアドッグ育成センター及び(財)徳島の盲導犬を
育てる会等と連携し実施しており，周知に努め，ほぼ目標を達成し
た。

障害者相談支援センターで実施。障害者自立支援法の周知により、ほ
ぼ目標達成することができた。

１
サービス管理責任者研修の受講者数（累計）

<H17>－　→　<H22>600人

485

486

●障害者が住み慣れた地域で安心した生活が送れるよ
う、居宅サービスの充実を図ります。

２　障害者の社会参加の推進
●「障害者交流プラザ」を活用し、障害のある人もな
い人もスポーツや芸術・文化活動等を通じて、社会参
加と交流を推進し、地域社会で生きがいが実感できる
仕組みづくりを推進します。

●障害者が社会参加する際に必要な、移動手段を支援
するための施策を推進します。

●全国障害者芸術・文化祭を開催し、障害者の社会参
加を促進します。

487

相談支援従事者研修の受講者数（累計）

<H17>676人　→　<H22>1,500人

補助犬の登録頭数（累計）

<H17>9頭　→　<H22>14頭

「障害者交流プラザ」の利用者数（累計）

<H17>－　→　<H22>500,000人

484 Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ｂ （目標をほぼ達成しているのでＢ評価とした）

Ｂ （目標をほぼ達成しているのでＢ評価とした）

Ａ
　目標の50万人を大きく超える約60万人の利用者
数であるのでＡ評価とした。

Ｂ （目標をほぼ達成しているのでＢ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

8 



取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

順次育成 → → →

・障害者の個々の特性に応じ適切なサービスを提供できるよう、相談
支援体制の充実を図った。
○指定相談支援事業所の指定件数<H22>４７事業所
○障害児に対する療育相談件数<H22>２，９７７件

保健 Ｂ

50

43 47 47 47

2,500

1,709 1,982 2,238 2,977

推進 → → →

・障害者の働く意欲と能力に応じて働ける社会づくりを推進するた
め、授産施設等の製品の販路拡大を図ることにより、利用者の工賃
アップを図った。
○施設利用者の工賃（月額）<H22>１９，１１５円

保健 Ａ

　障害者の方々が働く場である授産施設（就労施
設）等の製品の販路拡大を図られ、工賃が平成20
年度、21年度については全国3位と立派な順位に
ある。総合評価はＡとした。

21,000

16,132 16,987 17,327 19,115

推進 → → →
・地域共同作業所の経営基盤の安定を図るため、指定障害福祉サービ
ス事業所への移行を促進した。
○地域共同作業所の指定事業者への移行件数（累計）<H22>７件

保健 Ｂ

小規模作業所は、指定事業者の指定基準（人員、
設備等）を満たすことが困難なため、移行への
ハードルが低い地域活動支援センターへの移行の
方が適当ということで、26作業所が同センターに
移行しており、一定の成果が認められるため、Ｂ
評価とした。

30

4 5 7 7

推進 → → →

・障害者の職業的自立を支援するため、障害者の職業訓練、職場適応
訓練等を行うとともに、障害者雇用を促進するために策定した「とく
しま障害者雇用促進憲章」、「とくしま障害者雇用促進行動計画」に
基づき、シンボルマークの決定や知事表彰などに取り組んだ。
○民間企業の障害者雇用率<H19>１．４９％<H20>１．５３％<H21>１．
６１％<H22>１．６７％

商工 Ｂ

件

件

保健

保健

保健

３

経営基盤強化を図るため、新体系への移行促進に向けて、指導に努め
ていく。なお，地域活動支援センターに移行する作業所が多いため(26
作業所が移行）新計画においては，地域活動支援センターへの移行数
も含めた目標に変更する。

相談件数の目標を達成した。県の実施する地域生活支援事業の一環で
あり、今後も制度の周知に努めていく。

指定件数はほぼ目的を達成することができた。相談事業の実施主体で
ある市町村とも連携し，相談支援体制の整備に努める

障害児に対する療育相談件数

<H17>1,789件　→　<H22>2,500件

２

１

●障害者に対する地域生活や就労について、より一層
の支援を図るため、地域共同作業所の指定障害福祉
サービス事業者への移行を推進します。

指定相談支援事業所の指定件数

<H17>－　→　<H22>50事業所
490

491

492

地域共同作業所の指定事業者への移行件数
（累計）

<H17>－　→　<H22>30件

円

事業
所

保健
授産製品の販路拡大等に努め、工賃アップに向けた取り組みを強化し
ており，目標には届かなかったものの成果は着実にあがっている

３
障害者施設利用者の工賃（月額）

<H17>約14,000円　→　<H22>約21,000円

３　障害者の自立と地域生活への移行の支援
●障害者に対し総合的な支援を行うための相談支援体
制を充実します。

●障害者の働く意欲と能力に応じて働ける社会づくり
を推進するため、就労訓練施設の生産品の販路拡大な
どによる就労支援機能の強化により、施設利用者の工
賃のアップを図り、自立支援を推進します。

482

●障害者の職業能力開発に向けた訓練等を実施すると
ともに、障害者雇用を促進するための憲章や具体的な
施策を示した「障害者雇用促進行動計画」に基づき、
事業主をはじめ広く県民の意識啓発を図るなど、障害
者の職業的自立を支援します。（再掲）

Ｂ （目標をほぼ達成しているのでＢ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ｃ

　数値目標（障害者施設利用者の工賃。平成22年
度実績19,115円）は、目標数値（約21,000円）に
届かず、Ｃ評価とする。
　工賃は平成17年度に既に14,000円あったため、
これを控除すると73.1%となる

Ｃ （目標が未達成なのでＣ評価とした）
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取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

制定
（憲章）

制定 － － －

法定雇用率
以上

1.49 1.53 1.61 1.67

検討・準備 → → 構築

・県民に対して新しい障害（高次脳機能障害）への理解を図るための
研修会を開催し、啓発に努めるとともに、地域で交流会を実施するこ
とにより地域における課題の共有や支援体制の整備を図った。
<H22>参加者(保健所/研修会７回６８３名、交流会1回/12名）

・関係者等を対象に専門研修会を開催し、相談支援技術の向上と地域
支援ネットワーク構築のための検討を行った。
<H22>参加者(精神保健福祉センター/研修会1回１２２名、ネットワー
ク準備会/1回15名)

・高次脳機能障害の専門相談の支援拠点機関において徳島大学病院の
協力により連携会議等を実施し，関係者のスキルアップを進めてきた
が、新たに精神保健福祉センターが中心になり、地域における支援
ネットワークのあり方について検討した。

・高次脳機能障害家族会の活動に対して協力を行った。

保健 Ｃ

  数値目標（高次脳機能障害者への支援ネット
ワークの構築）では、平成２２年に支援ネット
ワークの構築との目標であるが、現時点（２３年
１１月）においてもいつ構築できるか未定であ
る。研修会や大学病院等との連携会議等を開催す
るなど努力はされているが、成果不足と言わざる
を得ないことから、Ｃ評価とした。

構築

推進 推進 推進 推進

推進 → → →

・発達障害児（者）とその家族等に対する地域における総合的な支援
の拠点として、平成１８年４月に県立あさひ学園内に設置した「発達
障害者支援センター」において、発達障害に関する相談や研修等の支
援を行った。
○「発達障害者支援センター」の相談件数（累計）<H22>２，４６６件

保健 Ａ

2,000

883 1,286 1,893 2,466

６－５共助・共生のまちづくり

推進 → → →

・ひとり暮らし高齢者等が安心して暮らすために、地域包括支援セン
ターを中心とするひとり暮らし高齢者等支援ネットワークの設置を支
援した。
○ひとり暮らし高齢者等支援ネットワークの設置率<H22>１００％

保健 Ａ

　一人暮らし高齢者ご本人やそのお年寄りのご近
所の方、またケアマネジャーなどから地域包括支
援センターが相談を受け付け、対応する体制が構
築されており、高齢者等支援のネットワークも
100％設置されているため、Ａ評価とした。

商工

商工

保健

保健

平成１９年１２月に「とくしま障害者雇用促進憲章」を制定し、目標
を達成した。

労働局など関係機関と連携し、障害者雇用を促進するための啓発活動
や障害者の職業能力開発に向けた訓練等を実施したことなどにより、
障害者雇用率は４年連続で上昇し、ほぼ全国平均（1.68%)と肩を並べ
るところまでになったが、目標は達成できなかった。

徳島大学等との連携・協力の基に専門相談の実施及び精神保健福祉セ
ンターを中心に研修会を開催することで、高次脳機能障害についての
正しい理解と地域支援ネットワークの基盤ができつつある。
また、高次脳機能障害家族会が結成され家族交流の場が拡大してい
る。

１８年４月に県立あさひ学園内に設置した「発達障害者支援セン
ター」において、相談・研修等による支援を行っている。発達障害に
関する相談件数も年間４００件を超えており，発達障害児(者)に対す
る地域における支援の拠点として定着してきている。

１

３

３

１

％

件

「障害者雇用促進憲章（又は条例）」の制定
【再掲】

<H19>制定

民間企業の障害者雇用率【再掲】

<H17>1.41％　→　<H22>法定雇用率以上

高次脳機能障害者への支援ネットワークの構
築

<H22>構築

「発達障害者支援センター」の相談件数（累
計）

<H17>－　→　<H22>2,000件

４　高次脳機能障害者への支援
●高次脳機能障害者に対する機能訓練や地域生活等に
関する相談機能等の充実を図るため、関係者による支
援ネットワークの構築を図ります。

５　発達障害者への支援
●発達障害者（児）の自立と社会参加の促進を図るた
め、「発達障害者支援センター」の充実強化をはじめ
とした支援体制や各種施策を推進します。

１　ひとり暮らし高齢者等支援ネットワークの推進
●ひとり暮らし高齢者等が安心して暮らすために、
「地域包括支援センター」を中心とするひとり暮らし
高齢者等支援ネットワークの設置を支援します。

493

496

495

494

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ｃ
　目標が未達成なのでＣ評価とした
　法定雇用率は1.8%だが、平成17年度に既に
1.41%あったため、これを控除すると66.7%となる

Ｃ （目標が未達成なのでＣ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）
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取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

100

50 88 100 100

推進 → → →
・地域の住民が認知症について理解し、地域全体で認知症高齢者を支
えていくための支援体制を推進。
○認知症サポーター数（累計）<H22>１３，１９８人

保健 Ｂ

  数値目標（認知症サポーター数 目標10,000 実
績13,198）は達成しているが、認知症サポーター
数の全国状況（３５位）を考慮し、Ｂ評価とし
た。

<H22>
5,000

<H22>
5,000

<H22>
8,000

<H22>
10,000

4,832 8,076 10,146 13,198

推進 → → →

・介護予防に重点を置いた健康づくりを推進するために、介護予防
リーダーの養成を図る。そのため、介護予防リーダーの養成研修を県
内４カ所（徳島市、阿南市、美馬市、三好市）で開催した。
○介護予防リーダーの養成者数（累計）<H22>５５０人

保健 Ａ

400

109 257 405 550

推進 → → →
・障害者の社会参加を促進するためのコミュニケーション支援体制を
整備するため、手話・点訳等に携わるボランティアの育成に努めた。
○県登録手話通訳者数<H22>５４人

保健 Ｃ

　聴覚障害の方々が、安心して暮らせる社会を実
現するためには、コミュニケーション手段を確保
する必要があると思われる。そのためには、必要
な手話通訳者の確保が欠かせない。手話通訳者の
スキルアップ研修など手話の資質向上に取り組ま
れ、これも大事な事だと思うが、まずある程度の
人数が必要である。数値目標の「県登録手話通訳
者数」は目標に大きく届いていないため、厳しい
ながらＣ評価とした。

75

50 50 51 54

推進 → → →

・障害者のスポーツやレクリエーション参加を促進するため、障害者
スポーツ指導員等を登録することにより、地域で開催されるスポーツ
イベント等の促進を図った。
○人材バンク活用による障害者スポーツ指導員の派遣件数（累計）
<H22>３５３件

保健 Ａ

200

56 138 235 353

保健

保健

保健

保健

保健

県内４カ所で介護予防リーダー養成研修を実施

ゼロ予算事業を活用し、(財)とくしまノーマライーゼーション促進協
会に人材バンクを設置し、利用促進に努め，目標を達成した。

地域包括支援センターへの指導、研修を通じて、ネットワーク支援に
取り組んだ結果、目標を達成した。

県，市町村が養成したキャラバンメイトを中心として、各地域で認知
症サポーター養成講座が開催され、順調に認知症サポーターが養成さ
れた。

手話通訳を必要とするユーザーから，全体的なレベルアップを求める
強い要望があり，合格基準の見直しを行ったため，目標達成には至ら
なかったものの，手話通訳士が８→１５人へ増加し、永年登録者数２
９→４４人に増加し，質の向上が図られた。

１

１

１

１

３

人

件

％

人

人

介護予防リーダーの養成者数（累計）

<H17>－　→　<H22>400人

人材バンク活用による障害者スポーツ指導員
の派遣件数（累計）

<H17>－　→　<H22>200

「ひとり暮らし高齢者等支援ネットワーク」
の設置率

<H17>－　→　<H22>100％

認知症サポーター数（累計）

<H17>－　→　<H22>10,000人

県登録手話通訳者数

<H17>46人　→　<H22>75人

５　障害者のスポーツ活動等の推進
●障害者のスポーツ・レクリエーション活動や生きが
いづくりの支援強化を推進します。

500

499

501

497

498

２　認知症高齢者に対する支援等の推進
●地域の住民が認知症について理解し、地域全体で認
知症高齢者を支えていくための支援体制の推進を図り
ます。

３　介護予防に重点を置いた健康づくりの推進
●介護予防の普及啓発や介護予防リーダーの養成な
ど、介護予防に重点を置いた健康づくりを推進しま
す。

４　障害者のコミュニケーション支援体制の充実
●障害者のコミュニケーション手段を確保するため、
手話・点訳等の専門的知識・技能を有する各種ボラン
ティアの育成や県民への理解と普及を促進します。

Ａ

　地域包括支援センターを通じ、行政、医療機
関、民生委員、介護サービス事業者などで構成す
るネットワークを100％配置されているためＡ評
価とした。

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ｃ
　目標の75人に大きく届かないためＣ評価とし
た。

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）
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取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

設置・推進 推進 → →

・平成１９年１０月に徳島県動物愛護推進協議会を設置し、動物愛護
推進員の支援体制を整えた。
・平成２０年度に動物愛護推進協議会を開催し、動物愛護推進員研修
制度を整備した。

保健 Ａ

推進 → → → ・平成２２年度末で、39名を動物愛護推進員に委嘱した。 保健 Ａ

平成23年3月11日の東日本大震災の影響で、予定
していた動物愛護推進員認定講習会ができなかっ
たため、22年度は数値目標に届かなかったが、23
年4月に延期した講習会の実施で挽回したため、
Ａ評価とした。

50

0 31 39 39

６－６ユニバーサルデザインとくしまづくり

推進 → → →

・「徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進に関する条
例」の普及・啓発及び適切な運用を図ることにより、地域に暮らすす
べての人が暮らしやすいまちづくりを推進した。
・ユニバーサルデザインに配慮した街づくり、ものづくり、意識づく
りの先駆的・モデル的な取り組みを行った事業主、個人、団体の表彰
を通じ、ユニバーサルデザインによるまちづくりの普及啓発を図っ
た。平成２２年度は、外国人観光客が安全に安心して、簡単かつ快適
に利用できるように取り組んでいる活動について「観光特別部門」を
創設し、表彰した。
・平成21年7月からパーキングパーミット(身体障害者等用駐車場利用
証)の交付申請の受付を開始した。平成２３年３月末で２，７５４件の
利用証を交付し，歩行困難者の方々に配慮した環境づくりを推進し
た。

○ユニバーサルデザイン表彰数（累計）<H22>33件
○パーキングパーミット（身体障害者等用駐車場利用証）の交付<H21>
交付開始

保健 Ａ

　ユニバーサルデザインの普及・啓発のため、ま
ちづくりやものづくりの先駆的・モデル的な取り
組みをされた個人や団体を表彰することは大変有
効な方法である。行政も、率先して公園などの公
共施設をユニバーサル化し、県民の皆さんに利用
していただくことも重要ではないかと思われる。
　また、パーキングパーミットについては、
2,754人の歩行困難な方々に利用証を交付されて
いるが、制度についても、さらに普及・啓発をお
願いし、誰もが理解される制度にしていただきた
いことから、Ａ評価とした。

30

7 16 22 33

￠ ￠ 交付開始

－ － 交付開始 2,754

推進 → → →

・「とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進プラン」に基づくユ
ニバーサルデザイン点検・評価を行い、公共施設の改善や公共事業１
件１ＵＤの取り組みによるユニバーサルデザインによるまちづくりを
推進した。
・平成１９年度に新規供用開始した月見が丘海浜公園、南部健康運動
公園を除く、既存の６県営都市公園においてユニバーサルデザイン化
に着手した。
○ユニバーサルデザイン化着手都市公園数<H22>６公園

県土 Ａ

件

１

１

平成２１年７月１日から利用証交付申請の受付を開始し、歩行困難者
の方々に配慮した環境づくりを推進した。

保健

保健

パーキングパーミット（身体障害者等用駐車
場利用証）の交付

<H21>交付開始

505

保健

「とくしまユニバーサルデザインによるまちづくり賞」として、「街
づくり」「ものづくり」「意識づくり」の３部門のほか、平成２２年
度は新たに「観光特別部門」を創設して表彰した。

平成２３年３月に開催予定だった動物愛護推進員認定講習会が平成２
３年４月に延期されたため目標値に届かなかった。なお、平成２３年
４月末時点では委嘱数５４名で目標値を上回っている。

３人

６　人と動物がともに暮らせる地域づくり
●人と動物がともに暮らせる、うるおいと喜びのある
地域づくりを推進するため、「動物愛護推進協議会」
を設置し、動物の愛護及び適正な飼養を推進する団
体、動物愛護推進員を支援します。

●動物の愛護及び適正飼養にかかる普及啓発を図るた
め、地域リーダーとなる「動物愛護推進員」の委嘱を
進めます。

１　「徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくり
の推進に関する条例」の推進
●「徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくりの
推進に関する条例」の普及・啓発及び適切な運用を図
ることにより、地域に暮らすすべての人が暮らしやす
いまちづくりを推進します。

２　ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進
●「とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進プラ
ン」に基づくユニバーサルデザイン点検・評価を行
い、公共施設の改善や公共事業１件１ＵＤの取り組み
等、ユニバーサルデザインによるまちづくりを推進し
ます。

502
「動物愛護推進員」委嘱数

<H17>－　→　<H22>50人

503
ユニバーサルデザイン表彰数（累計）

<H17>－　→　<H22>30件

Ｃ （目標が未達成なのでＣ評価とした）

Ａ 　目標を達成しているので、評価はＡとした。

Ａ 　目標を達成しているので、評価はＡとした。
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取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

6

2 2 3 6

推進 → → →
・大利辻線他１３路線において、対向車接近表示システムを整備し
た。
○対向車接近表示システム等設置箇所数<H22>２０箇所

県土 Ｂ

  数値目標（対向車接近表示システム等設置箇所
数 目標２０ 実績２０）は達成しているが、中山
間地域の幅員の狭小な道路はたくさんあり、安全
性や快適性を確保するためには、かなりの数の対
向車接近表示システムを設置する必要があると思
われることから、Ｂ評価とした。

20

16 17 18 20

推進 → → →

・常三島中島田線、元町沖洲線他２路線において整備が完了し、目標
の８．５kmを達成した。
○電線類を地中化した県管理道路の延長<H19>８．５ｋｍ
・庄名東線、鳴門池田線他３５箇所が一部供用。
○幅３ｍ以上の歩道を必要とする県管理道路における歩道設置率<H22>
７８％

県土 Ｂ

  数値目標の電線類を地中化した県管理道路の延
長、幅３ｍ以上の歩道を必要とする県管理道路に
おける歩道設置率は達成しているが、整備を必要
とする箇所はまだまだあると思われるので、Ｂ評
価とした。

8.5

8.5 8.5 8.5 8.5

73

70 71 73 78

推進 → → →

・ＪＲ徳島駅周辺の重点整備地区等において、特定道路のバリアフ
リー化を推進。
徳島停車場線、佐古停車場線の整備を推進。
○県管理の特定道路のバリアフリー化率<H22>８８％

県土 Ｂ

100

15 28 37 88

整備 併用 →
・整備工事を実施し、平成２１年８月に供用を開始した。
○藍場町地下駐車場のエレベーター数<H21>２基

企業 Ａ

￠ 2

1 1 2 2

公園

箇所

㎞

％

％

基

１

１

１

１

２

１

平成１９年度に新規供用開始した月見が丘海浜公園、南部健康運動公
園を除く、既存の６県営都市公園においてユニバーサルデザイン化に
着手し、目標を達成。

常三島中島田線、元町沖洲線 他２路線において整備が完了し、目標の
８．５ｋｍを達成

大利辻線 他１３路線において、対向車接近表示システムを整備し、目
標の２０箇所を達成

県土

県土

県土

県土

県土

企業

ユニバーサルデザイン化着手都市公園数

<H17>－　→　<H22>６公園

対向車接近表示システム等設置箇所数

<H17>－　→　<H22>20箇所

電線類を地中化した県管理道路の延長【再
掲】

<H17>7.0％　→　<H22>8.5％

３　公共施設等の整備
●中山間地域の幅員狭小な道路において、待避所整備
に加え、「対向車接近表示システム等」を設置するこ
とにより通行の安全性、快適性を確保します。

●電線類の地中化や段差のない歩道等の整備を推進し
ます。

506

庄名東線、鳴門池田線　他３５箇所を一部供用し、目標の73%を達成

徳島停車場線、佐古停車場線の整備を推進し、ほぼ達成

整備工事を実施し、平成２１年８月に供用を開始した。
藍場町地下駐車場のエレベーター数

<H19>1基　→　<H21>2基

●ＪＲ徳島駅周辺の重点整備地区等において、特定道
路となる県管理道路のバリアフリ－化を推進します。

510

511

●藍場町地下駐車場（第１駐車場）にエレベーター等
を設置するとともに、あわぎんホール（郷土文化会
館）への雨よけつきの歩行路を整備し、利用者の利便
性向上を図ります。

県管理の特定道路のバリアフリー化率

<H17>15％　→　<H22>100％

509

幅３ｍ以上の歩道を必要とする県管理道路に
おける歩道設置率

<H17>62％　→　<H22>73％

507

508

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ｂ （目標をほぼ達成しているのでＢ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）
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取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

推進 → → →
・全国で展開されている「ユビキタス特区」の対象プロジェクトの動
向や、東京都が実施している「東京都ＩＣタグ実証実験」等の情報収
集に努めた。

県土 Ａ

推進 → → →

・路線バス事業者が行うノンステップバスの導入に対して、国と協調
して補助を行い、平成１９年度から平成２２年度の４年間で、２１台
のノンステップバスを導入した。また、路線バス事業者が単独で１０
台のノンステップバスを導入した。
○ノンステップバス導入台数（累計）<H22>８２台（うち補助によるも
の７２台）

県土 Ａ

<H22>
69

<H22>
69

<H22>
69

<H22>
75

58 64 79 82

推進 → → →

・徳島県国際交流プラザに相談窓口を開設し、外国人等からの相談に
窓口・電話での対応を実施するとともに、在県外国人の日常生活を支
援するため、生活上の基礎知識の提供や日本語指導等を行う生活支援
講座を開設した。
○相談、情報提供等の生活支援サービスを受けた外国人数<H22>４，６
３５人
・在県外国人向けの多言語生活ガイドを電子情報で制作し、市町に配
布するとともに、インターネットで行政情報、生活情報等を提供し
た。
・多言語による携帯電話サイトを開設し、防災情報や生活情報を提供
した。

商工 Ａ

4,000

3,293 3,406 3,623 4,635

推進 → → →

・県民の国際理解を深め、官民協働の国際交流・協力活動を促進する
ため、在県外国人に対する生活相談等に応じる専門ボランティアを養
成するとともに、地域で外国人支援を行う地域共生サポーターを配置
した。
○ボランティア養成講座の参加者等<H22>３３０人

商工 Ａ

300

196 264 331 330

６－７活力みなぎるとくしまづくり

順次拡大 → → →

・「『とくしま』ふるさと回帰推進協議会」を通じて、移住交流に係
るモデル事業を実施するとともに、ふるさと回帰フェア、県人会等
で、移住ガイドブックを配布し、本県での移住交流への取り組みをＰ
Ｒした。また、市町村による「移住交流支援センター」の設置を推進
した。
○「移住交流支援センター」の設置地域数<H22>１０地域

県民 Ａ

　東京や大阪にある県外事務所において、徳島県
への移住の相談やPRを行うとともに、県人会等で
移住ガイドブックを配布するなど、移住等の情報
発信に努められている。また「ふるさと回帰フェ
ア」などにも積極的に参画し、市町村とも連携し
て取り組まれており、上勝町や神山町等の取り組
みは新聞等でも取り上げられている。実績は非公
式ながら四国トップクラスということでＡ評価と
した。
（附帯意見）
　移住交流センターの設置が目標となっている
が、それよりもソフト的なサポートやサービスが
重要なポイントと思う。

商工

商工日本語指導ボランティア養成講座等を開催した。

外国人からの相談対応や多言語による情報提供などを実施した。１

１

人

人

ノンステップバス（路線バス）の台数

<H17>43台　→　<H22>75台
504

●ユビキタス社会の実現に向け、あらゆる人が自立し
て「安全」に、「安心」して、「自由」に移動するこ
とが可能な社会基盤の調査・研究を進めます。

４　公共交通機関の整備促進
●路線バス事業者に対し、ノンステップバス導入の支
援を行います。

５　外国人が住みやすいまちづくり
●相談窓口の充実、生活支援講座の開設、市町村と連
携した多言語による情報提供等を行います。

●在県外国人に対して生活相談等に応じる専門ボラン
ティアの養成を行うとともに、ボランティア、支援団
体、行政機関による外国人支援のためのネットワーク
を形成します。

１　移住・交流施策の推進
●移住等に関する情報・魅力発信を行うため、地域の
実情に柔軟に対応し、地域の創意工夫が活かせる総合
的な支援を行う組織・体制「移住交流支援センター」
の整備などを推進し、県と市町村が連携・協働した積
極的な移住・交流の促進を図ります。

512

513

相談、情報提供等の生活支援サービスを受け
た外国人数

<H17>2,573人　→　<H22>4,000人

外国人支援ボランティア養成講座の参加者等

<H17>196人　→　<H22>300人

台 １ 県土
平成２２年度は３台のノンステップバスが導入された。（路線バス事
業者単独により３台）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

14 



取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

10

6 7 8 10

推進 → → →

・「とくしまアグリテクノスクール」では、就農準備講座などを実施
し、新規就農者の農業技術習得支援を行った。
・「地域あぐりシステム」については、整備予定であった７か所すべ
てに整備している。
○「とくしまアグリテクノスクール」受講者数<H22>４９４人
○「地域あぐりシステム」設置箇所数<H22>７箇所

農林 Ａ

500

419 427 384 494

7

7 7 7 7

推進 → → →
・移住交流の促進に向け，全国徳島県人会連合会を核とし，各地の県
人会と連携し，意見交換会の開催や各種情報提供を行った。

企画
県民

Ａ

検討 実施 → → ・ＮＰＯと大学との連携により、平成２０年７月に開催した。 企画 Ａ

開催

検討 開催 － －

順次拡大 → → →

・「徳島県社会貢献活動の促進に関する条例」の普及・啓発、とくし
ま県民活動プラザにおける社会貢献活動団体の総合的な支援を通じ
て、県民の参加と協働による地域づくりを推進。
○ボランティア・アドプト登録人口<H22>１４３，１７９人

県民 Ａ

140,000

139,289 142,936 143,025 143,179

農林

企画

県民

１

１

１
社会貢献活動への参加形態の多様性により伸び幅は大きくないもの
の、着実に増加した。

ＮＰＯと大学との連携により平成２０年７月に開催した。

整備予定である７か所すべてに整備できた。

県民

農林積極的に講座を開くことにより，おおむね目標を達成した。

・移住希望者に対する地域の受け入れ態勢の充実が図られた。１

２

箇所

人

地域

人

「地域あぐりシステム」設置箇所数

<H17>－　→　<H22>7箇所

県外シニア世代対象の「徳島学」夏期講座の
開催

<H20>開催

ボランティア・アドプト登録人口【再掲】

<H17>135,238人　→　<H22>140,000人

●全国的な県人会ネットワークなどを活用し、徳島県
の豊かな自然・文化や暮らしの情報を積極的に発信す
るとともに、団塊の世代の移住へのきっかけづくりと
するため、市町村と連携し、ふるさとに気軽に一定期
間滞在して、ふるさとの暮らしや地域の魅力を体感し
てもらうことにより、団塊の世代の定住促進につなげ
ます。

●大学や旅行会社と連携し、県外のシニア世代を対象
とした、徳島の自然・文化・産業などを直に感じても
らうための集中講座を開催します。

２　ＮＰＯ・ボランティアとの連携強化
●ＮＰＯ・ボランティア活動との連携強化などによ
り、地域住民の主体的活動を促進し、「参加と協働」
の下、個性豊かで活力ある地域づくりを進めます。

516

「移住交流支援センター」の設置地域数

<H17>－　→　<H22>10地域

「とくしまアグリテクノスクール」受講者数

<H17>173人　→　<H22>500人

●「とくしまアグリテクノスクール」の充実に加え、
県下各地でも農業が学べる「地域あぐりシステム」を
整備します。

515

514

518

517

Ａ
　目標通り10地域で設置されているのでＡ評価と
した。

Ｂ （目標をほぼ達成しているのでＢ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

15 



取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

推進 → → →

・地域限定で規制を緩和する「特区制度」、地域発案の支援措置を盛
り込んだ「地域再生計画制度」の周知を図り、地域独自の個性的な地
域づくりを支援した。
○構造改革特区・県版特区・地域再生計画数（累計）<H22>３８件

企画 Ａ

<H22>
30

<H22>
30

<H22>
30

<H22>
33

25 27 31 38

順次拡大 → 推進 →

・耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が懸念されている中山
間地域において、農業生産の維持、景観作物の植栽などといった多面
的機能の増進等を、５年間の協定により集落毎に推進した。
○「中山間地域等直接支払制度」に取り組んだ集落協定数<H22>５３９
協定
・農地周辺の草刈り、農業用水路の浚渫、農業用施設の補修、農村の
環境を良くするためにゴミを拾ったり花を植えたりする活動等を、各
活動組織毎に地域ぐるみで共同して実施した。
○農地や農業用水などを保全するため共同活動に取り組んだ活動組織
数<H22>１０４組織

農林 Ｂ

　全国的な状況だが、高齢化等による耕作放棄地
は年々増加の一途をたどり、平成22年には約
4,400ヘクタール余りにもなっている。こうした
中で、中山間地域の農業生産の維持等を図り、農
業用水路の浚渫や農業用施設の補修など地域ぐる
みで共同して実施されている。Ｂ評価とする。

670

656 656 656 539

100

104 104 104 104

推進 → → →

・活力あるむらづくりを推進するため、農山村地域において、生産基
盤と生活環境の一体的な整備を進め、地域の活性化と定住条件の改善
を図った。
○生産基盤と生活環境が一体的に整備された地区数（累計）<H22>９８
地区

農林 Ｂ

<H22>
95

<H22>
95

<H22>
95

<H22>
99

93 96 97 98

推進 → → →

・農山漁村地域の創意工夫を反映した住民自らの発想・提案に基づい
た農業支援を柔軟かつ迅速に実施し、地域支援機能の発揮に努めた。
○公募型メニューにより事業実施した事業主体数（累計）<H22>１４４
件

農林 Ａ

農林

農林

企画

農林522

●住民自らの発想・提案に基づいた事業を柔軟かつ迅
速に実施し、農山漁村地域の創意工夫を反映し、地域
支援機能の発揮を図ります。

生産基盤と生活環境が一体的に整備された地
区数（累計）

<H17>87地区　→　<H22>99地区

平成２２年度完了予定の１地区（川島）を加え、計98地区において整
備が完了し、目標はほぼ達成された。

３

１
活動組織や関係者等を対象に事業説明会等を開催し、目標を達成し
た。

２地区

市町村を対象とした事業説明会を実施し、推進を図ったが、高齢化の
進展により、５年間農業生産活動を継続することへの不安が大きいこ
と等から、目標数値をやや下回った。

地域発案の「特区制度」や「地域再生計画」の周知を図り、個性的な
地域づくりを支援した結果、３８件の計画が認定された。

１

組織

件

協定

構造改革特区・県版特区・地域再生計画数
（累計）

<H17>22件　→　<H22>33件

519

520

521

３　規制緩和を活用した地域づくり
●既存の規制や制度にとらわれない地域発案の個性的
な地域づくりを応援します。

４　活気あるむらづくり
●耕作放棄地の防止や活気ある農山漁村づくりに向け
た地域ぐるみの共同活動や中山間地域の集落協定によ
り、農村集落や農地・農業用水の保全を推進します。

●農山村地域において、生産基盤と生活環境を総合的
に整備することで活力あるむらづくりを実施します。

「中山間地域等直接支払制度」に取り組んだ
集落協定数

<H17>639協定　→　<H21>670協定

農地や農業用水などを保全するため共同活動
に取り組んだ活動組織数

<H17>－　→　<H22>100組織

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ｃ
　目標に達せず、Ｃ評価とした。
　集落協定数は平成17年度に既に639協定あった
が、平成22年度は、これよりも減じている

Ａ 　目標を達成しているので、評価はＡとした。

Ｂ （目標をほぼ達成しているのでＢ評価とした）
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取組状況

単位 H19 H20 H21 H22 評価 特記事項

部局数値目標（上段:目標､下段:実績）
委員意見

番号 数値目標　　　　　

主要事業名・事業概要

達
成
度

（進捗・達成状況、成果、今後の方針）

●工程（年度別事業計画）

<H22>
80

<H22>
80

<22>
130

<H22>
130

74 98 111 144

推進 →

・四国グリーン・ツーリズム推進協議会において「四国グリーン・
ツーリズム八十八ヶ所マップ」の作成・配布や都市部での交流イベン
トで情報発信を行ったほか、自然体験活動等の指導者を育成する研修
会を開催し、グリーン・ツーリズムの推進を図った。
○グリーン（ブルー）・ツーリズムインストラクター数［累計］<H22>
４２人
○とくしま農林漁家民宿数（累計）<H22>７軒

農林 Ａ

￠ ￠ ￠ 6

－ 4 5 7

創設・運用 → → →

・市町村が地域住民と協働等で実施する、地域の個性を生かした魅力
ある地域づくりを推進するため、「地域創造モデル事業交付金」の交
付による支援を行い、地域の個性を活かした地域づくりの促進を図っ
た。

県民 Ａ

創設

創設・運用 運用 運用 －

推進 → →
・「ふるさと”ＯＵＲとくしま”応援事業」によりいただいた寄附金
を「ふるさと徳島の魅力を高め、全国に発信する事業」として、「と
くしま自転車王国プロジェクト」などに活用した。

企画 Ａ

件

軒

農林

農林

県民

計画を審査し、地域振興の見込まれる事業に対し補助を行った。

県単でとくしま農林漁家民宿村モデル事業を実施し、目標を達成し
た。今後も更に農林漁家民宿数を増やすよう推進する。

19年7月に「地域創造モデル事業交付金制度」を創設し、21年度まで
3ヶ年にわたって運用した。

１

１

地域創造モデル事業交付金制度

<H19>創設
１

523

524

525

●四国４県が連携して四国のグリーン・ツーリズムを
推進するとともに、インターネットを活用したグリー
ン・ツーリズムのＰＲを展開し、高速道路新料金を活
用した徳島の農山村への入り込み客数の増加を図り、
活気あるむらづくりを進めます。

公募型メニューにより事業に取り組んだ実施
主体数（累計）

<H17>－　→　<H22>130件

とくしま農林漁家民宿数（累計）

<H20>4軒　→　<H22>6軒

●「ふるさと納税制度」の導入を機に、県内外に「ふ
るさと徳島」の魅力を一層アピールするとともに、県
出身者など本県ゆかりの方々との連携をさらに強化
し、活力と魅力あふれる徳島づくりを進めます。

５　魅力ある地域づくりの推進
●市町村が地域住民と協働で実施する地域の個性を生
かした魅力ある地域づくりを支援します。

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

Ａ （目標を達成しているのでＡ評価とした）

17 


